
平
成
二
十
一
年
一
月
十
六
日
提
出

質

問

第

三

〇

号

派
遣
労
働
者
や
期
間
従
業
員
の
た
め
の
い
わ
ゆ
る
「
年
越
し
派
遣
村
」
へ
の
政
府
の
支
援
、
関
与
並
び
に
失
業

問
題
に
対
す
る
政
府
の
認
識
等
に
関
す
る
再
質
問
主
意
書

提

出

者

鈴

木

宗

男
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派
遣
労
働
者
や
期
間
従
業
員
の
た
め
の
い
わ
ゆ
る
「
年
越
し
派
遣
村
」
へ
の
政
府
の
支
援
、
関
与
並
び
に
失
業

問
題
に
対
す
る
政
府
の
認
識
等
に
関
す
る
再
質
問
主
意
書

「
前
回
答
弁
書
」
（
内
閣
衆
質
一
七
一
第
一
号
）
を
踏
ま
え
、
再
質
問
す
る
。

一

一
九
八
六
年
に
施
行
さ
れ
た
い
わ
ゆ
る
労
働
者
派
遣
法
は
、
こ
れ
ま
で
一
九
九
九
年
、
二
〇
〇
四
年
、
二
〇
〇
六
年
に
渡

り
改
正
さ
れ
、
労
働
者
の
派
遣
が
許
さ
れ
る
業
種
が
施
行
当
時
の
十
三
業
種
か
ら
徐
々
に
拡
大
さ
れ
て
き
た
。
こ
れ
ら
の
一

連
の
労
働
者
派
遣
法
の
改
正
が
、
派
遣
労
働
者
や
期
間
従
業
員
の
非
正
規
社
員
（
以
下
、
「
非
正
規
社
員
」
と
い
う
。
）
が

大
量
に
生
み
出
さ
れ
る
き
っ
か
け
と
な
り
、
企
業
側
に
と
っ
て
は
、
「
非
正
規
社
員
」
は
じ
め
労
働
者
を
よ
り
安
価
で
使
い

勝
手
の
良
い
、
あ
た
か
も
「
物
」
の
様
に
扱
う
こ
と
を
可
能
に
し
て
き
た
と
考
え
る
が
、
政
府
の
見
解
を
示
さ
れ
た
い
。

二

昨
年
十
二
月
二
十
六
日
、
厚
生
労
働
省
が
昨
年
十
月
か
ら
本
年
三
月
に
か
け
て
、
全
国
で
約
八
万
五
千
人
に
上
る
「
非
正

規
社
員
」
が
失
業
し
、
更
に
今
春
の
就
職
予
定
者
の
う
ち
、
企
業
側
よ
り
内
定
を
取
り
消
さ
れ
た
大
学
生
や
高
校
生
は
七
百

六
十
九
人
に
上
る
見
込
み
で
あ
る
と
発
表
し
て
い
る
。
こ
の
こ
と
に
つ
き
、
そ
も
そ
も
な
ぜ
こ
の
様
な
短
期
間
に
大
勢
の

「
非
正
規
社
員
」
が
職
を
失
い
、
大
学
生
や
高
校
生
が
内
定
を
取
り
消
さ
れ
る
と
い
う
事
態
が
発
生
し
た
の
か
、
そ
の
原
因

に
対
す
る
政
府
の
見
解
を
問
う
た
と
こ
ろ
、
「
前
回
答
弁
書
」
で
政
府
は
「
御
指
摘
の
よ
う
な
事
態
の
発
生
の
主
な
原
因
と

一



し
て
は
、
米
国
の
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
ロ
ー
ン
問
題
に
端
を
発
す
る
金
融
危
機
が
実
体
経
済
に
も
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
こ
と
が

あ
る
も
の
と
考
え
て
お
り
、
必
ず
し
も
、
労
働
者
派
遣
制
度
を
始
め
と
す
る
労
働
法
制
の
見
直
し
が
根
幹
の
原
因
で
は
な
い

と
考
え
て
い
る
。
」
と
答
弁
し
て
い
る
。
確
か
に
、
昨
年
十
月
か
ら
本
年
三
月
に
か
け
て
大
量
の
失
業
者
、
内
定
取
消
が
発

生
し
て
い
る
直
接
の
原
因
に
、
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
ロ
ー
ン
問
題
等
に
よ
る
米
国
発
の
世
界
金
融
危
機
が
あ
る
の
は
事
実
で
あ

る
。
し
か
し
同
時
に
、
企
業
側
に
と
っ
て
労
働
者
を
よ
り
安
価
で
使
い
勝
手
の
良
い
、
あ
た
か
も
「
物
」
の
様
に
扱
い
、
更

に
は
労
働
者
を
容
易
に
解
雇
す
る
こ
と
を
可
能
に
さ
せ
て
き
た
、
一
で
述
べ
た
労
働
者
派
遣
法
の
改
正
も
、
少
な
く
と
も
今

回
の
大
量
の
失
業
者
発
生
の
根
幹
に
あ
る
原
因
と
考
え
ら
れ
る
の
で
は
な
い
か
。
政
府
の
見
解
を
再
度
問
う
。

三

「
前
回
答
弁
書
」
で
政
府
は
、
労
働
者
派
遣
法
に
つ
い
て
「
労
働
者
の
保
護
の
観
点
か
ら
日
雇
派
遣
の
原
則
禁
止
等
を
内

容
と
す
る
『
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
就
業
条
件
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
案
』
を
第
百
七
十
回
国
会
に
提
出
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
ま
た
、
派
遣
先
企
業
が
派
遣
労
働
者
を
直
接
雇

用
し
た
場
合
の
助
成
措
置
や
地
域
の
創
意
工
夫
に
基
づ
い
て
雇
用
機
会
を
創
出
す
る
取
組
に
対
す
る
支
援
な
ど
を
行
い
、
非

正
規
労
働
者
の
雇
用
の
安
定
を
図
っ
て
ま
い
り
た
い
と
考
え
て
い
る
。
」
と
述
べ
て
い
る
。
「
非
正
規
社
員
」
の
雇
用
の
安

定
に
つ
い
て
は
、
右
答
弁
に
あ
る
政
府
の
支
援
よ
り
も
、
労
働
者
派
遣
法
に
お
け
る
派
遣
対
象
業
務
を
縮
小
す
る
こ
と
等
を

二



は
じ
め
再
度
の
改
正
を
し
、
更
に
我
が
国
の
一
連
の
労
働
関
連
政
策
を
見
直
し
、
労
働
者
の
使
い
捨
て
を
許
さ
な
い
等
、
政

府
に
よ
る
根
本
的
、
抜
本
的
な
対
応
策
を
と
る
こ
と
が
何
よ
り
も
今
求
め
ら
れ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。
政
府
の
見
解
を
再

度
問
う
。

右
質
問
す
る
。

三


